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 紙入札方式による参加を希望する場合の手
続 紙入札方式による参加を希望する者は、
上記４の期限までに、申請書等とともに
紙入札方式参加（変更）届出書（電子入札留
意事項様式１）を、上記４に示す場所に持
参又は郵送等により提出しなければならな
い。
 本件は、電子契約の対象とする。（詳細は入
札説明書を参照。）
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Koji Hirohata Director

General of Kyushu Branch, West Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Slab re‑

placement Construction work of the

Kyushu Expressway Amorigawa bridge

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 15 January 2019 (if brought with

you, 4 : 00 P.M. 15 January 2019. if by mail,

4 : 00 P.M. 15 January 2019)

 Time‑limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 A.M. 7

March 2019 (if brought with you, 11 : 00

A.M. 7 March 2019. If by mail 11 : 00 A.M. 7

March 2019)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese．
 Contact point for tender documentation :

Masuo Aoki Assistant Manager, Account‑

ing Division, General Affairs and Planning

Department, Kyushu Branch, West Nippon

Expressway Company Limited 31315,
Hakataekihigashi, Hakata‑ku, Fukuoka

City, Fukuoka Prefecture 8120013 Japan
Tel. 0922606115

入札公告（建築のためのサービスその他の
技術的サービス（建設工事を除く））

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本公告に係る落札及び契約締結は、当該
業務に係る平成31年度本予算が成立し、予算示達
がなされることを条件とするものです。
平成 30 年 12 月 19 日

支出負担行為担当官
防衛省大臣官房会計課
会計管理官 佐藤 伸樹

◎調達機関番号 010 ◎所在地番号 13
〇第７号
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務の名称 平成31年度在沖米海兵隊グア
ム移転に関する日本側負担事業に係る工事モ
ニタリング補助業務
 業務内容 本業務は、在沖米海兵隊のグア
ム移転に関して、日本国政府の財政支出で整
備する事業（以下「日本側負担事業」という。）
が適正に執行されるよう建設工事等の進捗の
確認（定例会議及び現場確認等への参加及び
支払い状況の確認を含む）、必要な検査への
参加、契約変更等の調整に関する補助業務を
行うものである。
 履行期限 平成32年３月31日まで
 本業務は、入札時に「企業による技術提案」
を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式の対象業務である
 本業務は、資料提出及び入札等を電子調達
システムにより行う業務である。ただし、電
子調達システムにより難いものは、発注者の
承諾を得て紙入札方式に代えるものとする。
なお、紙入札方式の承諾に関しては防衛省
大臣官房会計課に紙入札方式参加承諾願を提
出するものとする。
 本業務は、業務費内訳明細書の提出を義務
付ける業務である。

２ 競争参加資格
に掲げる資格を満たしている単体企業又は
に掲げる資格を満たしている共同体であるこ
と。

 単体企業
ア 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号。以下「予決令」という。）第70条及
び第71条の規定に該当しない者であるこ
と。
イ 防衛省における平成29・30年度一般競争
（指名競争）参加資格（以下「防衛省競争
参加資格」という。）のうち、測量・建設コ
ンサルタント等業務の「建築、土木、電気、
機械、通信、環境等」に係るいずれか１つ
以上において「Ａ」の格付を受け、地方防
衛局に競争参加を希望していること（会社
更生法（平成14年法律第154号）に基づき
更生手続開始の申立てがなされている者又
は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、再度
級別の格付を受けていること。）。
※なお、契約締結日において、平成31・32
年度の前記に係る資格の決定を受けてい
る必要がある。

ウ 会社更生法に基づく更生手続開始の申立
てがなされている者又は民事再生法に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
（イの再度級別の格付を受けた者を除く。）
でないこと。
エ 一般競争参加資格確認申請書（以下「申
請書」という。）及び競争参加資格確認資料
（以下「技術資料」という。）の提出期限の
日から開札の時点までの期間に地方防衛局
長から「工事請負契約等に係る指名停止等
の措置要領について（通達）」（防整施（事）
第150号。28. 3.31。以下「指名停止措置
要領」という。）に基づく指名停止を受けて
いる期間中でないこと。

キ 次の基準をすべて満たす技術者を配置で
きること。技術者（管理技術者、総括技術
者、主任技術者、担当技術者及び技術員）
は、以下に示す条件を全て満たす者とし、
管理技術者については建築・電気・機械・
土木より職種問わず１名配置すること。総
括技術者については建築・電気・機械・土
木より職種問わず１名以上配置すること。
主任技術者、担当技術者及び技術員は各職
種１名以上配置すること。なお、管理技術
者は、総括技術者・主任技術者・担当技術
者及び技術員のいずれも兼ねることはでき
ない。
 配置予定管理技術者（建築・電気・機
械・土木）
配置予定管理技術者については、該当
する職種において、次のからに示す
条件をすべて満たす者である。
 資格
ａ 建築
次の資格、経験及び実績のそれぞ
れの項目において、いずれかを有す
ること。
⒜ 資格
ⅰ 建築士法 第２条第２項に規
定する一級建築士

オ 次に示す同種又は類似業務について、元
請けとして平成20年４月１日から入札公告
日までに完了又は引渡しが完了した業務
（※）の実績を有すること。
 同種業務：日本国内外における米軍施

設に関する業務
 類似業務：米国内における施設の業

務、又は米国外における公
共施設で米国の公的な設計
基準を用いた業務

なお、当該業務実績が防衛省発注機関（契
約担当官等が属する防衛省本省の内部部
局、防衛大学校、防衛医科大学校、防衛研
究所、統合幕僚監部、陸上幕僚監部、海上
幕僚監部、航空幕僚監部、情報本部、防衛
監察本部、地方防衛局並びに統合幕僚長及
び陸上幕僚長、海上幕僚長又は航空幕僚長
の監督を受ける陸上自衛隊、海上自衛隊及
び航空自衛隊の部隊及び機関並びに防衛装
備庁をいう。旧防衛施設局、旧防衛施設支
局及び旧装備施設本部を含む。）の発注した
業務に係るものにあっては、業務成績評定
通知書の業務評定点（総合点）、又は評定
点（以下「評定点」という。）が65点未満の
ものを除くこと。
※「業務」とは計画、設計・積算、施工、
監理、環境影響評価の実務をいう。

カ 入札に参加を希望する者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（基準に該当する
者のすべてが共同企業体の代表者以外の構
成員である場合を除く。）。
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